






























Equitable Education Fund for Resolving Education Disparities in Thailand
─　Preliminary examination from education as welfare perspective　─
Takayoshi Maki and Mariko Omori
Abstract: This paper reports a study on the Equitable Education Fund (EEF) that was 
established to respond to education disparities in Thailand. Content analysis of the EEF Act 
and annual reports revealed that EEF provides a variety of fi nancial assistance to fi nancially 
deprived and/or opportunity-denied children and youth in basic and pre-primary education. 
EEF emphasizes cooperation of the public and private sectors to expand opportunities in 
technical and vocational education and training in response to the shortage of skilled labor. 
It also provides scholarship for a university-based teacher education program that recruits 
students from remote schools, who are expected to return to their mother schools to contribute 
to quality education and development of remote communities. From education as welfare 
perspective, EEF projects do not fully include the opportunity-denied children as the act follows 
certain fi nancial criteria to make the selection. The paper concludes that the inclusion of these 
children would call for the expansion of welfare functions of education such as allocation of 
school social workers.































































続く第２節では EEF 設置法 (Equitable Education 
























































































































として社会開発・人間安全保障省（Ministry of Social 
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Equitable Education Fund Act B.E.2561 (2018) https://
www.eef.or.th/wp-content/uploads/2019/07/
EEF_Act.pdf
Lathapipat, Dilaka. 2018. “Inequalities in Educational 
Attainment.” Fry, Gerald W. (eds.). Education 
in Thailand: An Old Elephant in Search of a New 
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　本研究は JSPS 科研費 JP19H00620の助成を受けた
ものです。
【稿末資料】
仏暦2561（西暦2018）年
公正な教育のための基金法（抄訳）
　マハー・ワチラロンコン・ボディントラテープパヤ
ワラーンクーン国王陛下
　現国王の治世３年目にあたる仏暦2561（西暦2018）
年５月10日に制定
　マハー・ワチラロンコン・ボディントラテープパヤ
ワラーンクーン国王陛下は，畏れ多くも，次のように
布告するよう勅命を下された。
　公正な教育のための基金に関する法律を制定するべ
きである。
　本法は「タイ王国憲法」の第26条ならびに第32条が
定める人々の権利や自由に課される制限に関する規定
に反さない限り認められる。
　本法の下で，人々の権利と自由を制限することの理
由と必要性は，公正な教育のための基金の運用を通し
て，経済的に恵まれない人を援助し，教育格差を是正
し，教員の質と効率性を高めるという目的達成のため
に，一定の個人情報を用いることが必要不可欠だから
である。それゆえ，本法の制定は，タイ王国憲法の第
26条の下の規定に沿ったものである。
　したがって，国会として機能する国家立法議会の助
言と承認とともに，国王陛下は，恐れ多くも，以下の
通り制定したまう。
第１条　本法は，「仏暦2561（西暦2018）年　公正な
教育のための基金法」と称する。
第２条　本法は，官報に告示された翌日から効力を発
する。
第３条　本法では，
「公正な教育」とは，経済的に恵まれない人を援助し，
教育格差の是正，教員の質や効率性を高めることを通
して，すべての人々が平等に教育を受けたり発達・成
長したりする権利を有していることをいう。
「教育格差」とは，教育機関の質や水準，教員の質ま
たは効率性，あるいは経済・社会的背景に起因する教
育的不平等のことをいう。
「教員」とは，全ての教育段階で，教育に携わる人を
いう。
「教育職員」とは「国家教育法」が定める教育職員を
指す。
「授業料」とは，あらゆる段階の教育機関において，
学習者から徴収する授業料，維持費，その他の諸手数
料をいう。
「教育機関」とは「国家教育法」が定める教育機関の
ことであり，幼児発達支援センターも含むものをいう。
「研修」は，あらゆる教育段階の教員，教育職員の職
能成長や学習者開発を目的とする研修をいう。
「教育関連費用」とは，教育に関わる目的で，すべて
の教育機関の規則，告示，命令により，学習者から徴
収される授業料以外の費用をいう。
「生活費」とは，就学期間中の生活のための費用をいう。
「幼児期の子ども」とは，幼児を含む６歳未満の人を
いう。
「基金」とは，公正な教育のための基金をいう。
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「事務局」とは，基金事務局をいう。
「委員会」とは，基金運営委員会をいう。
「評価委員会」とは，基金の事業評価委員会をいう。
「基金事務局長」とは，基金事務局の長をいう。
「職員」とは，基金事務局の職員をいう。
「従業員」とは，基金事務局の従業員をいう。
第４条　首相は，本法の定めるところにより管理・監
督にあたる。
第１章　基金の創設
第５条　公正な教育を促進するため「公正な教育のた
めの基金」と呼ばれる一つの基金を創設し，目標を次
の通り定める。
＜第１項から第７項（第１段）に定める目的は，小論
の本文を参照＞
第７項（第2段）（2）や（4）に定める経済的に恵まれ
ない状態あるいは機会が限られている状態について
は，委員会が定める規則による。また，委員会は，関
係者の意見を聴取する。
　第一段に定める目標を達成するための様々な取り組
については，基金が独自に，あるいはその他の政府機
関または民間部門と協働で運営することができる。
第６条　基金は，次の資金と資産で構成される。
（1）第47条と第48条の規定に基づき譲渡され，受領さ
れる資金と資産
（2）政府によって初期資金として付与された10億バー
ツ
（3）委員会と内閣によって承認された支出計画に基づ
く経常費補助金
（4）内閣が定める政府宝くじ局から受領される収入
（5）基金の運営と出資による収益
（6）寄付された資金と資産
（7）あらゆる収入あるいは収益
（8）基金の資金と資産から生じる収益
（3）の経常費補助金は支出計画に沿った十分なもので
なければならない。また，国家戦略と国家改革計画・
手続きに沿ったものでなければならない。
第２章　基金の運営
第18条　公正な教育のための基金の運営委員会は，次
の者によって構成される。
＜第１項から第４項に定める運営委員会の構成員は，
小論の本文を参照＞
第19条～第37条　省略
第３章　会計と監査（第38条～第43条）　省略
第４章　事業評価（第44条～第45条）　省略
第５章　管理・監督
第46条　本法に沿った運営のため，首相は基金に説明，
意見，報告書の作成を求めたり，本法第５条に定める
目的や憲法，国家戦略，国家改革計画・手続き，政府
の政策，基金に関する内閣の閣議決定事項に沿わない
活動等を調査した上で，制限したりすることができる。
基金が内閣に提案する必要がある場合は，首相を通し
て行う。
移行規定
第47条（第１段）　本法が制定される以前に「仏暦
2553（西暦2010）年　質の高い学習財団の設置にかか
る健康促進財団規則」により設置されている質の高い
学習財団事務局に関わる健康促進財団の業務，資産，
権利，義務，負債，債務，職員，従業員ならびに予算
は，公正な教育のための基金に譲渡する。
第47条（第２段） 省略
第48条～第50条　省略
第51条　本基金創設時には，公正な教育のための基金
の運営委員会は，本法制定から60日以内に任命される。
本法第18条第２項，第３項が定める有識者について内
閣は，2017年６月２日付け首相府告示「教育改革独立
委員会の設置」に従い，同独立委員会の意見を聴取す
る。公正な教育のための基金の運営委員会が任命され
るまでの間，「仏暦2553（西暦2010）年　質の高い学
習財団に関する首相府規則」に基づく質の高い学習財
団の委員会が公正な教育のための基金の運営委員会を
務める。本法の定める公正な教育のための基金運営委
員会が任命された時点で「仏暦2553（西暦2010）年　
質の高い学習財団に関する首相府規則」は失効する。
第52条　本基金創設時には，本法が制定される以前に
「仏暦2553（西暦2010）年　質の高い学習財団の設置
にかかる健康促進財団規則」の定めに基づき事務局長
となっている者は，本法が定める公正な教育のための
基金の事務局長が任命されるまでの間，事務局長を務
める。
第53条～第55条　省略
副署
陸軍大将　プラユット・チャンオーチャー
首相
